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研究成果の概要（和文）：労働者の精神疾患による休職を予測するため、22大学において精神疾患によって休職
した教職員と、性・年齢・職種をマッチさせた非休職者のストレスチェック結果を比較した。
6項目の質問が独立した休職予測因子として同定され、それらよる予測モデルが作成された。その曲線下面積は
0.768（95%信頼区間: 0.723-0.813）と悪くはないが十分ではない予測性能を示した。現在のストレス要因＋支
援やストレス反応の単純合計法よりいくらか優れていた。予測モデルの妥当性も確認された。

研究成果の概要（英文）：To predict long-term psychiatric sick leaves, the answers of the stress 
check were compared between the employees with such sick leave and sex-, age-, and 
occupa-tion-matched employees without it in 22 universities.
Six items were identified as independent predictors and a prediction model was developed. The area 
under the curve of the model was 0.768 (95% confidence interval: 0.723-0.813), which were somewhat 
superior to the total score of stressors and supports and that of stress responses. The prediction 
model was validated in the validation sample.

研究分野： 衛生学・公衆衛生学
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  ２版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ストレスチェックが法律で義務化されたが、その予後との関連は十分に検証されていなかった。本研究では、ス
トレスチェックとその後の休職との関連を分析し、休職予測性能を評価した。その結果、57項目中のたった6問
でよりよい休職予測ができることが示された。しかし、それでも職場で休職を予測する能力は十分に高いとはい
えず、ストレスチェックの質問票や実施方法についてさらなる検討が必要と思われた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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1．研究開始当初の背景 

自殺者数の高止まりを受け、日本政府は労働者の作業関連心理ストレスをスクリーニングする

「ストレスチェック制度」を法制化した。この政策に基づき、各事業者は2015年から毎年労働者に

対して同制度を実施することとなった。 

 

2．研究の目的 

（1）深刻な精神疾患のハイリスク者を同定するため、本研究は同制度の枠組みの中で精神疾

患による休職の予測モデルを作成すること。 

（2）作成した予測モデルの予測性能ならびに外的妥当性を評価すること。 

 

3．研究の方法 

（1）研究デザインは、多施設共同の症例対照研究である。本研究に賛同する全国の大学にお

いて、2016年度から2019年度までの間に精神疾患により3ヶ月以上の休業（人事院規則上の休

職）に至った教職員のうち、休業前にストレスチェックを受けた者を症例とした。症例と性・年齢・職

種を個別にマッチさせ、ストレスチェックを受けた二倍数の非休職教職員を対照とした。両対象者

は、抽出年度により予測モデル導出群（2016～2018年度）と検証群（2019年度）に分けられた。 

（2）ストレスチェックで用いられる57項目からなり4段階のLikert scaleで回答する質問票（Brief 

Job Stress Questionnaire）の回答を1～4の数値に変換して統計解析に投入した。 

（3）導出集団において、症例および対照の質問票回答と転帰についてロジスティック回帰を用

いて単変量解析および多変量解析を行い、有意な寄与をする項目を選定して予測モデルを作成

した。Hosmer-Lemeshow適合度検定を行って回帰式からの逸脱がないことを確認した上、ROC

曲線を描いてその曲線下面積（AUC）を算定し、休職の峻別能を評価した。国が指定するカテゴ

リー（「ストレス要因＋支援」ならびに「ストレス反応」）ごとの全項目合計法による評価と比較し、改

善度をnet reclassification improvement（NRI）で評価した。さらにYouden indexを用いた最良の峻

別点における感度および特異度を算定し、カテゴリー別全項目合計法のカットオフ値による感度・

特異度とも比較した。 

（4）外部標本における妥当性を評価するため、上記の評価指標について検証集団でも確認し

た。 

 

4．研究成果 

（1）全国22の大学（19の国立大学および3つの私立大学）が参加し、各年度において約4万人、

のべ約16万人年が観察対象となった。723人が休職し、そのうち605人（84％）が精神疾患による

休職であった。精神疾患休職のうち205人（34％）が休職前にストレスチェックを受けていた。一

方、非休職者からは379名のマッチされた対照が選定された。不適格例を除いて203人の症例と

377人の対照が分析対象となった。471人が導出集団に、109人が検証集団に振り分けられた。平

均年齢は40歳であった。教員は休職する頻度が低いため、大学における構成割合（43％）の割に

少数（12％）となった。 

（2）単変量解析ではストレス要因17項目中の8項目、ストレス反応29項目中の26項目、支援9項

目のすべてが休職と関連していたが、多変量解析ではストレス要因1項目（自分の意見の反映

性）、ストレス反応4項目（イライラ感、疲労感、落ち着かなさ、悲しみ）、支援1項目（家庭生活満足
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感）が独立して休職に関連していた。各項目の関連の強さが同程度であったため、予測モデルで

は上記6項目の重みを等価とした。Hosmer-Lemeshow検定によって回帰式からの有意な逸脱は

認められず、得点と休職との関係の直線性が仮定できた。 

（3）得られた予測モデルのAUCは0.768で、ストレス要因＋支援の全項目合計法の0.624、スト

レス反応の全項目合計法の0.726を上回り、その改善度（NRI）は0.765および0.516であった。予

測モデルの休職の感度は0.630であり、一方のカテゴリー別全項目合計法での感度は0.136（スト

レス要因＋支援）と0.327（ストレス反応）と低値であった。 

 

（4）これらの性能は、検証集団においてもほぼ同様であった。 

（5）以上より、休職予測モデルの性能は悪くはないが、現場のニーズ（休職者を個別に事前同

定したい）に十分応える水準には至らなかった。ストレスチェック制度の内容や実施方法にさらな

る改善が必要と思われた。 
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